
1 / 8 

 

企業集団内部統制に関する監査役職務確認書 2021 年（第 7回改訂）版：新旧対照表  

                                                         2021年 3月 
【会社法編】 

 

会社法編表紙 p.1 

 2020年版 2021年版 理由・根拠 

目

次 

Ｂ．親会社監査役としての子会社・関連会社における監査

役職務                    

Ⅲ．海外子会社・関連会社の代表取締役等との意見交換 

監査のポイント 13（海外子会社・関連会社との意見交換

の留意事項）           P.18 

 

【付表】（用語説明）        P.19 

 

Ｂ．親会社監査役としての子会社・関連会社における監査

役職務                    

Ⅲ．海外子会社・関連会社の代表取締役等との意見交換 

監査のポイント 13（海外子会社・関連会社の代表取締役等

との意見交換）           P.18-19 

 

【付表】 

Ⅰ．企業集団内部統制に関する監査役職務確認書における 

「コロナ禍」の扱いについて      P.20 

Ⅱ．用語説明                P.21 

 

Ｂ．Ⅲ．に確認項目を新設

し、監査のポイントのタイ

トルも変更したことに伴

い、目次も変更した。 

 

 

【付表】に当確認書におけ

る「コロナ禍」の扱いについ

て、を追加したことに伴い、

目次を変更した。 

 

 

Ａ．親会社監査役としての親会社における監査役職務 

 

Ⅰ．代表取締役に対する監査  監査のポイント１（企業集団の経営方針と体制） p.3 

 2020年版 2021年版 理由・根拠 

確

認

項

目 

□6.子会社・関連会社が監査役設置会社である場合は、監

査役の任期が会社法の趣旨に沿って運用されているこ

とを確認した。 

 

□6.子会社・関連会社が監査役設置会社である場合は、監

査役としての適格性を慎重に検討した上で選任され、

監査役の任期が会社法の趣旨に沿って運用されている

ことを確認した。 

 

「監査役職務確認書 Ⅴ．

３．監査役の選任議案に関

する事項」等を参考に内容

を見直した。 

参

考

法

令

等 

○日本監査役協会「監査役監査基準」（平成 27 年 7 月 23 日改 

正）15 条[代表取締役との定期的会合]、24 条[内 部統制 

システムに係る監査]、25 条[企業集団における監査]、27 条 

[企業不祥事発生時の対応及び第三者委員会] 

 

 

○監査懇話会「監査役職務確認書」（2020年 3月第 10回改

訂）Ⅰ-2 [監査役への報告に関する体制等]、Ⅱ-8 [代表

○日本監査役協会「監査役監査基準」（平成 27 年 7 月 23 日改 

正）10 条[監査役候補者の選定基準等]、15 条[代表取締役 

との定期的会合]、24 条[内 部統制システムに係る監査]、 

25 条[企業集団における監査]、27 条[企業不祥事発生時の 

対応及び第三者委員会] 

 

○監査懇話会「監査役職務確認書」（2021年 3月第 11回改 

訂）Ⅰ-2 [監査役への報告に関する体制等]、Ⅱ-8 [代表 

確認項目 6.の見直しに伴

い、関連項目を追加した。 

 

 

 

 

「監査役職務確認書」2021

年改訂に伴い、タイトルを
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取締役との定期的会合]、Ⅱ-11 [企業集団に関する監査] 

 

 

取締役との定期的会合]、Ⅱ-11 [企業集団に関する監 

査] 、Ⅴ-3 [監査役の選任議案に関する事項] 

 

 

 

変更。本変更は本項以外に

全ての「参考法令等」で修正

を実施した。 

また、確認項目 6.の見直し

に伴い、関連項目を追加し

た。 

 

 

Ⅳ．内部監査部門との連携  監査のポイント８（企業集団における内部統制システムのモニタリング） p.12 

 2020年版 2021年版 理由・根拠 

ポ

イ

ン

ト 

監査のポイント８（内部統制システムのモニタリング） 

 

 

監査のポイント８（企業集団における内部統制システムの

モニタリング） 

 

監査のポイント５との調和

を図った。 

 

確

認

項

目 

 

－ 新 設 － 

 

 

 

 

 

□61.企業集団における子会社・関連会社の内部統制モニ

タリング結果の報告から、子会社・関連会社の内部通

報者の利益を損なわれることがないように十分な配慮

がなされていることを確認した 

□60.子会社・関連会社が監査役設置会社である場合は、

親会社内部監査部門が、子会社・関連会社の監査役、

内部監査部門及び会計監査人と密接なコミュニケーシ

ョンを図っていることを確認した。 

 

 

 

□62.企業集団における子会社・関連会社の内部統制モニ

タリング結果の報告から、子会社・関連会社の内部通

報者の利益が損なわれることがないように十分な配慮

がなされていることを確認した 

グループ全体の内部統制シ

ステムの監査においても内

部監査部門、会計監査人と

の連携が重要視されつつあ

ることから、確認項目を新

設した。 

 

「てにをは」の修正を行っ

た。 

参

考

法

令

等 

○監査懇話会「監査役職務確認書」（2020 年 3 月第 10回改訂） 

Ⅰ-2 [監査役への報告に関する体制等]、Ⅱ-12 [内部監査 

部門等との連携]  

 

○監査懇話会「監査役職務確認書」（2021 年 3 月第 11 回改訂）

Ⅰ-2 [監査役への報告に関する体制等]、Ⅱ-12 [内部監査部

門等との連携]、Ⅴ-5「監査役（会）と内部監査部門、会計監

査人との連携（三様監査） 

 

確認項目 60.の追加に伴い

関連項目を追加した。 
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Ｂ．親会社監査役としての子会社・関連会社における監査役職務 

 

Ⅰ．子会社・関連会社の代表取締役・他の取締役との意見交換  監査のポイント 11（子会社・関連会社の代表取締役との意見交換） p.15～16 

 2020年版 2021年版 理由・根拠 

確

認

項

目 

□71． 

（注）親会社の定めた企業集団全体の基本方針とは、例え

ば、企業集団（企業グループ）における経営理念、行動指

針、コンプライアンス基準、内部統制システム構築の基本

方針、財務報告に係る内部統制の基本方針等を指す。 

 

□81.不適正な行為及び会社に著しい損害を及ぼすおそれ

がある事実を代表取締役や他の取締役が発見したと

き、～ 

□72． 

（注）親会社の定めた企業集団全体の基本方針とは、例え

ば、企業集団（企業グループ）における経営理念、行動基

準、コンプライアンス基準、内部統制システム構築の基本

方針、財務報告に係る内部統制の基本方針等を指す。 

 

□82.不適正な行為又は会社に著しい損害を及ぼすおそれ

がある事実を代表取締役や他の取締役が発見したと

き、～ 

全体の表現の統一を図っ

た。 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ．子会社・関連会社の監査役との意見交換  監査のポイント 12（子会社・関連会社の監査役の監査活動と監査環境） p.17 

 2020年版 2021年版 理由・根拠 

確

認

項

目 

 

－ 新 設 － 

 

□91.子会社・関連会社の監査役が、親会社内部監査部門、
子会社・関連会社の内部監査部門及び会計監査人と密
接なコミュニケーションを図っていることを確認し
た。 

グループ全体の内部統制シ

ステムの監査においても内

部監査部門、会計監査人と

の連携が重要視されつつあ

ることから、確認項目を新

設した。 

 

参

考

法

令

等 

○監査懇話会「監査役職務確認書」（2020 年 3 月第 10回改訂） 

Ⅰ-2 [監査役への報告に関する体制等]、Ⅱ-12 [内部監査 

部門等との連携]  

 

○監査懇話会「監査役職務確認書」（2021 年 3 月第 11 回改訂）

Ⅰ-2 [監査役への報告に関する体制等]、Ⅱ-12 [内部監査部

門等との連携]、Ⅴ-5「監査役（会）と内部監査部門、会計監

査人との連携（三様監査） 

 

確認項目 91.の追加に伴い

関連項目を追加した。 

 

Ⅲ．海外子会社・関連会社の代表取締役等との意見交換  監査のポイント 13（海外子会社・関連会社の代表取締役等との意見交換） p.18～19 

 2020年版 2021年版 理由・根拠 

ポ

イ

ン

ト 

Ⅲ. 海外子会社・関連会社の代表取締役等との意見交換 

監査のポイント 13（海外子会社・関連会社との意見交換の

留意事項） 
海外の子会社・関連会社であっても、やり方や考え方、

そして留意すべき基本的な項目は、国内と大きく異なるこ

とはありません。 

Ⅲ. 海外子会社・関連会社の代表取締役等との意見交換 

監査のポイント 13（海外子会社・関連会社の代表取締役等

との意見交換） 
 海外の子会社・関連会社であっても、意見交換のやり方

や考え方、そして留意すべき基本的な項目は、国内と大き

く異なることはありません。一方で、監査役のみで子会社・

海外子会社・関連会社の代

表取締役等との意見交換に

ついて、昨年留意事項のみ

を新設したが、今年はより

使いやすくするために確認

項目を新設した。それに伴
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 一方で、現地の使用言語のみならず、法令やローカルコ

ンテンツ等の各種制度や文化、商慣習といった様々な点に

おいて、国内と海外では環境が大きく違うことから、海外

において特に留意すべき項目を下記に整理しています。 

①海外子会社・関連会社の代表取締役等への事前説明： 

子会社・関連会社の代表取締役等に、親会社監査役の

立場、企業集団における内部統制の在り方などについ

て、あらかじめ説明し理解を得ておくことが必要になり

ます。 

②海外子会社・関連会社特有の経営環境やリスクの把握： 

対象の子会社・関連会社特有の経営環境、経営上の課

題、所在国特有のリスクなどを踏まえた調査を実施しま

す。 

③親会社の経営理念や経営方針との整合性や共有状況の

確認： 

親会社の経営理念や経営方針の浸透状況の確認も重

要です。 

④海外子会社・関連会社における内部統制システムの適切

な構築と運用状況の確認： 

子会社・関連会社における不祥事はグループ全体の企

業価値を毀損する可能性があります。子会社・関連会社

の代表取締役等は、内部統制システムの構築・運用に責

任を負っていますので、代表取締役等がその責任を十分

に認識しているかどうかを確認することは重要となり

ます。また、個社の規模感に合っていない内部統制シス

テムは却って非効率になることもあるので、子会社・関

連会社の体制や規模に応じた内部統制システムに必要

な方針・規程類の整備状況と現場での PDCA サイクルが

回っているかどうかを確認します。 

⑤社内外関係先との緊密な連携： 

監査役のみで子会社・関連会社の調査をすることは、物

理的な距離の問題などから難しいので、親会社の会計監査

人や内部監査部門等との連携は、国内に比べて一層重要と

なります。また、子会社・関連会社の現地の監査法人や弁

護士事務所、内部監査部門等とも緊密な連携を図った上

で、効率的かつ有効な調査や意見交換を実施する必要があ

ります。 

関連会社の調査をすることは、物理的な距離の問題などか

ら難しいので、親会社の会計監査人や内部監査部門等との

連携は、国内に比べて一層重要になります。また、子会社・

関連会社の現地の監査法人や弁護士事務所、当該会社の内

部監査部門等とも緊密な連携を図った上で、効率的かつ有

効な調査や意見交換を実施する必要があります。加えて、

現地の使用言語のみならず、法令やローカル・コンテント

等の各種制度や文化、商習慣といった様々な点において、

国内と海外では環境が大きく違うことから、海外において

特に留意すべき確認項目を下記に整理しています。 

い、監査のポイントのタイ

トル、内容を見直した。 
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確

認

項

目 

 

－ 新 設 － 

(01.方針決定周知) 

□95.子会社・関連会社の代表取締役等に、親会社監査役の

位置付け、企業集団における内部統制の在り方などに

ついて、理解していることを確認した。 

 

□96.親会社が策定した企業集団として共有すべき経営理

念や行動基準、並びに内部統制システムの基本方針を

子会社・関連会社の全ての役職員に理解してもらうよ

うに努めていることを確認した。 

 

□97.子会社・関連会社における不祥事はグループ全体の

企業価値を毀損する可能性があり、子会社・関連会社

の代表取締役等は、内部統制システムの構築・運用に

責任を負っている。代表取締役等がその責任を十分認

識していることを確認した。 

 

(02.リスク認識) 

□98.子会社・関連会社特有の経営環境、経営上の課題、所

在国特有のリスクを把握していることを確認した。 

（注）所在国特有のリスクとは、テロ・自然災害・感染症・

政治体制・人材や技術の流出・情報セキュリティ・経

済的混乱・新興国に多い規制等を指す。 

□99.現地法令を踏まえ、反汚職に向けた基本方針の策定、

社内規定の策定、社員への教育など、外国公務員等へ

の贈収賄規制違反リスクに備えた対応を取っている

ことを確認した。 

 

(04.報告承認体制) 

□100.重大な不適正行為、訴訟・係争等の案件、重大なク

レームや品質上のトラブル、行政からの指導・処分等

の発生の有無を確認するとともに、これらの事象を発

見・認識した場合には、親会社が定めた報告・承認ル

ールに則り、遅滞なく報告・伝達しなければならない

と認識していることを確認した。 

 

(05.内部監査・モニタリング) 

□101.当該会社の規模感に合っていない内部統制システ

ムは却って非効率になることもある。子会社・関連会

海外子会社・関連会社の代

表取締役等との意見交換に

あたって、特に留意すべき

確認項目を新設した。 
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社の体制や規模に応じた内部統制システムとして必

要な方針・規程類の整備を行っていること、及び現場

での PDCA サイクルが回っていると認識していること

を確認した。 

 

□102.子会社・関連会社の主要部門を支える有能な人材の

雇用の確保と離職を防ぐための対応を十分に取って

いることを確認した。また、現地の法令や事情に精通

している監査法人および弁護士事務所を起用してい

ることを確認した。 

 

□103.親会社との間に「グループ内部通報制度」が整備さ

れている場合、情報提供者の保護が徹底され、早期に

問題を把握して是正を図る仕組みとして適正に運用

されていることを確認した。 

 

□104.子会社・関連会社の所在する国における重要な法令

等を認識し、その改正等に対して速やかにフォローで

きていると認識していることを確認した。 

 

(08.企業集団内取引) 

□105.海外各国の税務当局は、国際的な「税逃れ」を防止

するために、移転価格税制やタックスヘイブン税制の

運用を強化している状況にある。これに関しては、親

会社の統括本部等との連携も考慮する必要がある。親

会社との取引価格について現地税務当局との間で適

正であるとの確認が取れているか、また当該会社と親

会社等との間で非通例的な取引および不適正な取引

が行われていないか調査していることを確認した。 

 

【付表】p.20～21 

 2020年版 2021版 理由・根拠 

付

表 

 

－ 新 設 － 

Ⅰ．企業集団内部統制に関する監査役職務確認書におけ

る「コロナ禍」の扱いについて 

 

新型コロナウィルス感染の拡大（以下、「コロナ禍」）に

よって企業活動が大きく制限される中で、従来にない新た

なリスクが生まれています。また、監査役監査をはじめと

コロナ禍において監査環境

が大きく変わる中で、企業

集団内部統制に関する監査

を行うにあたって留意すべ

き事項を付表に追加した。 
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して会計監査、業務監査も様々な制約を受けています。こ

うした状況下で、監査役としては下記の留意すべき事項を

確認しながら企業集団内部統制に関する監査を行うこと

が望まれます。 

 

【監査上の留意すべき事項】 

 

１． コロナ禍において従業員の安全確保と事業継続（BCP）

の視点から、その対応状況を確認する必要がありま

す。 

 

２． コロナ禍でのリモートワークの拡大により、対面での

面談確認ができない環境のなか、①多くの紙書類、②

標準化・可視化・自動化されていないプロセスのため、

決算業務が制約を受けることになりました。短期的な

終息が見えない中、リモートワークを前提として、紙

書類・証憑・その他書類のペーパーレス化、プロセス

の自動化・可視化など、決算に向けた対応を進める必

要があります。 

 

３． コロナ禍での出張制限により、海外はもとより国内の

地方に所在するグループ企業に対してもリモート監

査が常態化し、監査の死角が生じている恐れがありま

す。これまで以上に統括本部等や内部監査部門との連

携を密にして、発見統制を強化する必要があります。 

 

４． コロナ禍による経営成績悪化に伴い、一部従業員にと

っては利益改善圧力等により不正の動機が増す懸念

があります。①リモートワークの実施により、業務フ

ローの変更による承認権限の移譲等で牽制機能が無

効となっていないか、②受注・売上の過大計上はない

か、③棚卸数量の操作がないか、④費用の繰り延べ計

上がないか、⑤資産の不正評価がないか、などを確認

する必要があります。 

 

５． 情報セキュリティが社内に比べ脆弱な社外（主として

自宅等）でのリモートワークの実施により、サイバー

攻撃のリスクが増加しています。統括本部等の指導の
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下、子会社・関連会社も含め、運用する「人」とイン

フラとしての「システム」の両面から、「人」への教

育、「システム」としてセキュリティ脆弱性の見直し

等の実施状況を確認する必要があります。 

 

６． コロナ禍でのリモートワークを基本とした新しい働

き方が模索されるなか、新たなリスク事象の発生の可

能性が予想されます。例えば、労働時間、業務環境の

適正な管理体制について検討が進められていること

を確認する必要があります。 

 

付

表 

（用語説明） 

 

(1)企業集団 

※海外子会社・関連会社には「Ｂ．Ⅲ．監査のポイント 13」

に記載の留意事項を参照し活用することができる。 

 

Ⅱ.用語説明 

 

(1)企業集団 

※海外子会社・関連会社には「Ｂ．Ⅲ．海外子会社・関連

会社の代表取締役等との意見交換」を参照し活用するこ

とができる。 

 

【付表】にⅠ．を設けたこと

で、用語説明をⅡ．とした。 

 

Ｂ．Ⅲ．に確認項目を加えた

ことにより、引用のタイト

ル等を変更した。 

 

【金融商品取引法編】 

表紙の改訂年及び[金融商品取引法編で共通する法令等]における「監査役職務確認書」の改訂年以外特に変更なし。 


